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人材不足問題は依然深刻…

採用すべき人材を確保するために

◆2016年は｢人材不足問題｣が企業経営を圧迫する？

2016年の業績見通しについて、中小企業経営者は
どのように考えているのかを尋ねた、学校法人産業
能率大学の調査結果が公表されています。

これによると、多くの経営者が業績は2015年と同
様か良くなるとの見方を示しましたが、一方で「人
材の不足」が経営活動に影響を与えると想定してお
り、業績を上げる機会を人材不足によって逸するこ
とのない対策を講じることが急務となっています。

人材不足問題は依然深刻であり、人材の確保はま
さに優先度の高い経営課題となっていると言えるで
しょう。

◆厳しいのは新卒採用

中小企業にとっては、特に新卒採用活動が厳しい
状況です。同調査では、2016年入社の新卒採用につ
いて、およそ４割が当初の採用予定数を下回るとい
う結果となりました。

代わって活発化しているのが中途採用です。恒常
的な人員不足の解消や欠員の補充、即戦力となる人
員の確保をねらい、半数以上が中途採用の予定があ
ると回答しました。

◆これからの採用活動に求められること

新卒採用にせよ中途採用にせよ、人材不足が深
刻化している状況にあって、現在、採用選考を行う
にあたり「いかに良質な母集団を形成するか」に関
心が集まっています。

採用すべき人材と接点を持つためのアプローチ方
法の確立が望まれます。Facebook等のSNSを有効活
用しようとする企業も多くなりましたが、一歩進ん
で、SNSなどのデータベースから人材を探し、直接連
絡を取って採用するというダイレクトリクルーティ
ングもよく見られるようになってきました。

の活用推進を図る方針を示し、平成27年4月から対象
となる外国人材の受入れを開始しています。

◆今後の労働力不足の解消となるか

現在、2020年代には介護分野で25万人、建設分野で
77万～99万人の労働力が不足するとの推計があります。
外国人労働者を明確な労働力として受入れを容認する
と、外国人労働者はさらに増えることが予想されます。

中小企業としても、今後外国人を新たな人材として
採用を検討すべく、法制度についての動向に注目して
おく必要があります。

６月の税務と労務の手続［提出先・納付先 ]

1日
○労働保険の年度更新手続の開始＜7月10日まで＞
［労働基準監督署］

10日

○源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付
［郵便局または銀行］

○雇用保険被保険者資格取得届の提出
＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞
［公共職業安定所］

○労働保険一括有期事業開始届の提出
＜前月以降に一括有期事業を開始している場合＞
［労働基準監督署］
○特例による住民税特別徴収税額の納付
［郵便局または銀行］

30日
○健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］

○労働保険印紙保険料納付・

納付計器使用状況報告書の提出

［公共職業安定所］
○外国人雇用状況報告（雇用保険の被保険者でない
場合）

＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定所］

「従来の踏襲では確実に競合に負ける」と言われて
います。様々な手法を積極的に検討しながら、自社の
風土等も踏まえた採用活動を行うことが求められてい
ます。

自民党が提言した
「外国人労働者の受入れ拡大案」の概要

◆「単純労働者」の受入れを容認？

自民党の「労働力確保に関する特命委員会」は、今
後本格化する少子高齢化や人口減少による人手不足解
消のための外国人労働者の受入れを拡大することを提
言しました。

政府は、これまでは原則として、大学教授や経営者、
高度な技術者といった「専門的・技術的分野」の外国
人労働者を受け入れてきましたが、同委員会では、建
設作業員等の「単純労働者」の受入れも「必要に応じ
て認めるべきだ」として容認し、政策の抜本的な転換
を求めるとしています。

また、日本人と外国人の報酬を同等にするなどの仕
組みについても提言し、在留期間を当面は「5年間」
とすることも盛り込みました。

近日中に正式決定し、政府への提言を検討するとし
ています。

◆外国人労働者は過去最高を更新

厚生労働省発表の「外国人雇用についての届出状
況」（平成27年10月末現在）によると、外国人労働者
数は90万7,896人（前年比15.3％増）と過去最高を更
新ました。

政府は、平成26年4月の「建設分野における外国人
人材の活用に係る緊急措置を検討する閣僚会議」にお
いて、復興事業のさらなる加速を図りつつ、2020年東
京オリンピック・パラリンピック等の関連施設整備等
による一時的な建設需要の増大に対応するため、緊急
かつ時限的な措置として、即戦力となりうる外国人材


